
1

循環型社会の実現に向けて

（詳 細 版）

平成１５年８月

環境省リサイクル推進室
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・廃家電を小売店
等が消費者より
引取

・製造業者等によ
る再商品化

工事の受注者が
・建築物の分別
解体

・建設廃材等の
再資源化

食品の製造・
加工・販売業
者が食品廃棄
物等を再生利
用等

環境基本法

循環
自然循環

社会の物質循環

環境基本計画

・容器包装の市町
村による分別収
集
・容器の製造・容
器包装の利用業
者による再商品
化

循 環 型 社 会 の 形 成 の 推 進 の た め の 法 体 系

○ 基本原則、 ○ 国、地方公共団体、事業者、国民の責務、 ○ 国の施策

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法）
社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

＜ リサイクルの推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

①廃棄物の発生抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを）含む

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進
ﾘﾃﾞｭｰｽ

ﾘｻｲｸﾙ→ﾘﾕｰｽ
ﾘｻｲｸﾙ

個別物品の特性に応じた規制

自

動

車

リ
サ
イ
ク

ル
法

ビン、ＰＥＴボトル、紙製・
プラスチック製容器包装等

エアコン、冷蔵庫、
テレビ、洗濯機

(１Ｒ) (３Ｒ)

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

H13.4施行

H13.5

施行

H13.4

施行

H9.4

H12.4

施行

H13.4施行

H15.12施行

H14.5

施行

H13.4

施行

H6.8完全施行

H13.1完全施行

H17.1

施行予定

・関係業者が使用済み
自動車の引取、ﾌﾛﾝ
の回収、解体、破砕
・製造業者等がｴｱﾊﾞｯ
ｸﾞ・ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄ
の再資源化、ﾌﾛﾝの
破壊

木材、コンクリート、
アスファルト

食品残さ 自動車
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循環型社会形成推進基本法の概要

１．形成すべき「循環型社会」の姿を明確に提示

「循環型社会」とは、①廃棄物等の発生抑制、②循環資源の循環的な利用

及び③適正な処分が確保されることによって、天然資源の消費を抑制し、

環境への負荷ができる限り低減される社会。

２．法の対象となる廃棄物等のうち有用なものを「循環資源」と定義

法の対象となる物を有価・無価を問わず「廃棄物等」とし、廃棄物等のう

ち有用なものを「循環資源」と位置づけ、その循環的な利用を促進。

３．処理の「優先順位」を初めて法定化

①発生抑制、②再使用、③再生利用、④熱回収、⑤適正処分との優先順位。

４．国、地方公共団体、事業者及び国民の役割分担を明確化

循環型社会の形成に向け、国、地方公共団体、事業者及び国民が全体で取

り組んでいくため、これらの主体の責務を明確にする。特に、

① 事業者・国民の「排出者責任」を明確化。

② 生産者が、自ら生産する製品等について使用され廃棄物となった後まで

一定の責任を負う「拡大生産者責任」の一般原則を確立。

５．政府が「循環型社会形成推進基本計画」を策定

循環型社会の形成を総合的・計画的に進めるため、政府は「循環型社会形

成推進基本計画」を次のような仕組みで策定。

① 計画素案は、平成１４年４月１日までに中央環境審議会が意見を述べる

指針に即して、環境大臣が策定。

② 計画案の策定に当たっては、中央環境審議会の意見を聴取。

③ 計画は、政府一丸となった取組を確保するため、関係大臣と協議し、平

成１５年１０月１日までに閣議決定により策定。

④ 計画は閣議決定後、これを国会に報告。

⑤ 計画の策定期限（平成１５年１０月１日 、５年ごとの見直しを明記。）

⑥ 国の他の計画は、循環型社会形成推進基本計画を基本とする。

６．循環型社会の形成のための国の施策を明示

○ 廃棄物等の発生抑制のための措置

○「排出者責任」の徹底のための規制等の措置

○「拡大生産者責任」を踏まえた措置

（製品等の引取り・循環的な利用の実施、製品等に関する事前評価）

○ 再生品の使用の促進

○ 環境の保全上の支障が生じる場合、原因事業者にその原状回復等の費用

を負担させる措置 等
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中央環境審議会（循環型社会計画
部会）での指針案の審議

循環型社会基本法の完全施行

関係大臣へ基本計画案を協議

環境大臣より中環審へ諮問

閣議決定・国会報告・公表

中環審より環境大臣へ指針を意見具申

パブリック・コメント

各界からのヒアリング

パブリック・コメント

平成１３年１月６日

法律の期限（平成１５年１０月１日）を
半年以上前倒しして策定

循環型社会白書（閣議決定）

平成１３年６月（以降毎年作成・公表）

基本計画策定後は、各種施策の進捗状況
を循環白書でフォローアップ

平成１３年６月

平成１３年１１～１２月

関係大臣

財務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、
経済産業大臣、国土交通大臣

平成１４年１月１７日

※以降、おおむね５年毎に見直し

中環審より環境大臣への答申

平成１４年１１月２６日

平成１４年２～６月

基本計画（たたき台）の作成

平成１４年９月２４日

中環審での審議
→基本計画案の作成

平成１５年１月～２月

平成１５年１月２７日

平成１４年１０月

平成１５年３月１０日

平成１５年３月１４日

各界からのヒアリング

平成１３年７～８月

地域ヒアリング

地域ヒアリング

（札幌、大阪、北九州）

循環基本計画策定のスケジュール
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循環型社会形成推進基本計画の概要

■　これまでの経済社会のあり方を見直し、天然資

源の消費を抑制し、環境への負荷を低減させる循

環型社会の形成は重要な課題。

■　今般、循環基本法に基づき、循環型社会形成の

道筋を示す「循環型社会形成推進基本計画」を、

法律の期限を半年前倒しして策定。

■　今後、平成２２年度までに廃棄物最終処分量の

半減（平成１２年度比）等の計画目標を達成すべ

く、廃棄物の減量化やリサイクルを一層促進。

■　また、身近な暮らしの見直しも重要であり、家

庭から排出するごみの１人１日当たり２０％削減

を目標として、各種取組を推進。



6

平成１２年度の我が国の物質収支を概観すると、

① 約２１億トンの物質投入

② そのうち約２億トンを循環利用

③ 最終処分（埋立）量は約５,６００万トン

１．平成１２年度の我が国における物質フローの模式図

単位：億トン

国内資源（11）

輸出（1）

自然還元（1）

最終処分
（0.56）

減量化（2）

エネルギー消費（4）

食料消費（1）

循環利用量（2）

蓄積純増（11）

廃棄物等
の発生
（6）

資源（7）

製品（１）

天然資源等投入量
（19）

輸入
（８）

総物質投入量
（21）
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２．循環型社会とは

天然資源投入

生産

（ 製造・ 流通等）

消費・ 使用

廃棄

処理

（ 再生、焼却等）

最終処分（ 埋立）

３番目：リサイクル

再生利用 ２番目：リユース

再使用

１番目：リデュース

廃棄物等の発生抑制

天然資源の消費の抑制

１番目：リデュース

廃棄物等の発生抑制
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○最終処分量

○循環利用率

４．物質フロー目標

天然資源等投入量

ＧＤＰ
=

等投入量循環利用量＋天然資源

循環利用量
=

廃棄物最終処分量=

約３９万円／トン
（Ｈ１２から概ね４割向上）

約１４％
（Ｈ１２から概ね４割向上）

約２,800万トン
（Ｈ１２から概ね半減）

（目標年次：平成２２年度）

○資源生産性
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現状：非持続的な２０世紀型の活動様式

課題　・循環を基調とする社会経済システムの実現

・廃棄物問題の解決

暮らし：良いものを大事に使う「スロー」なライフスタイル

ものづくり：長寿命化、リース・レンタル

　循環型社会のイメージ

１　物質フロー（マテリアル・フロー）目標

　　①「入口」：資源生産性　平成22年度：約 39万円/トン（平成12年度から概ね4割向上）

　　　＊資源生産性＝GDP／天然資源等投入量：いかにより少ない資源で、より大きな豊かさを得るかを表す値

　　②「循環」：循環利用率　平成22年度：約 14％（平成12年度から概ね4割向上）

　　③「出口」：最終処分量　平成22年度：約 28百万トン（平成12年度から概ね半減）

２　取組目標

　・1人1日あたりごみ排出量の20％削減、

・循環型社会ビジネスの市場・雇用規模の倍増等

数値目標：2000～2010 年度

各主体の取組

国：各主体とのパートナーシップの育成、率先した循環型社会形成への取組

国民：ライフスタイルの見直し等

地方公共団体：法施行・コーディネーター

事業者：EPRに基づく適正な3R・処分等

NPO･NGO：循環型社会形成への活動等

現状と課題

３．循環型社会形成推進基本計画（案）の概要
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約２０％約１５０ｇ
合計

１８％１２０ｇ

○地方公共団体や販売店・回収団体での

分別回収に協力

（びん、缶、新聞、雑誌、段ボール
等）

１％７ｇ

○買物袋の持参を促進

○量り売りや簡易包装の利用を推進

○詰め替え製品の購入

３％２０ｇ

○計画的に食品を購入し賞味期限内に

使い切り

○料理は残さず食事

１人１日あたりの

ごみ排出量に

対する削減割合

１人１日

あたりの

ごみ削減量

取組の例

○家庭から排出する一人ひとりのごみを２０％削減（平成１２年度比）

５．取組目標

（目標年次：平成２２年度）

６３０ｇ＊

＊家庭から排出される１人１日あたりのごみの量は６３０ｇ
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ＯＥＣＤ「拡大生産者責任ガイダンス・マニュアル」の概要

(平成１３年策定、公表）

１．定義

製品のライフサイクルにおける消費者より後の段階にまで生産者の物理

的又は経済的責任を拡大する環境政策上の手法。

より具体的には、

① 生産者が製品のライフサイクルにおける影響を最小化するために

設計を行う責任を負うこと。

② 生産者が設計によって排除できなかった製品による環境影響に対

して物理的又は経済的責任を負うこと。

２．主な機能

廃棄物処理のための費用又は物理的な責任の全部又は一部を地方自治体及び一般

の納税者から生産者に移転すること。

３．４つの主要な目的

①発生源での削減（天然資源や原材料の保全）

②廃棄物の発生抑制

③より環境にやさしい製品設計

④持続可能な発展を促進するとぎれのない物質循環の輪

４．効果

製品の素材選択や設計等に関して、上流部門に環境配慮の取組みを促進させる。

生産者に対し、製品に起因する外部環境コストを内部化するように適切なシグナ

ルを送ることができる。

５．責任の分担

製品の製造から廃棄に至る流れにおいて、関係者によって責任を分担する

ことは、拡大生産者責任の本来の要素である。

６．具体的な政策手法の例

①製品の引取り、②デポジット／リファンド、③製品課徴金／税、

④処理費先払い、⑤再生品の利用に関する基準、⑥製品のリース
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容器包装リサイクル法に基づく役割分担と容器包装廃棄物の流れ

消
費
者
の
役
割

市
町
村
の
役
割

事
業
者
の
役
割

容器包装廃棄物の流れ

消 費 者

市 町 村 （収集された段階で有価物）

再商品化の義務なし

（この状態では売却不能）

例）ガラスびん 例）スチール缶

=
※ ＰＥＴボトル、その他プラスチック製

容器包装、その他紙製容器包装が同

様の流れ

※アルミ缶、飲料用紙パッ

ク、段ボールが同様の流

れ

売却

売却

ガラスびん、建設資材等に再生 各種鋼製品に再生

「分別基準適合物」
（異物が除去、色分けされたもの）

無 他

茶

（指定法人）

（委託）

再商品化事業者

（入札・委託）

カレット

（洗浄後破砕したもの）

（この状態で有価物）

再商品化完了

=

再商品化

「容器の製造事業者、容器
包装を用いて商品を販売す
る事業者」

（特定事業者）

（財）日本容器包装
リサイクル協会

容器包装リサイクル法の範囲

容器包装リサイクル法の仕組み

分別排出に協力

分別収集

リサイクルする
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平成９年４月～

ガラスびん

ＰＥＴボトル

プラスチック製
容器包装

紙製容器包装

段ボール

ガラスびん

ＰＥＴボトル

市町村が分別収集した段階で有償のため再商品化の義務が
生じないもの

アルミ缶

紙パック

スチール缶

アルミ缶

紙パック

スチール缶

対象容器包装の追加

平成１２年４月～
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大企業者

小規模事業者 再商品化義務は免除

ガラスびん、ペットボトル

紙製・プラ製容器包装

ガラスびん、ペットボトル

紙製・プラ製容器包装

平成９年４月～

対象事業者の拡大

中小企業者

平成１２年４月～

会社・個人
製造業等 卸売業小売業・サービス業等

平成９年度
下記以外 下記以外 下記以外

から適用

平成12年度 ①300人以下 ①50人以下 ①100人以下
または または または

から適用 ②１億円以下 ②１千万円 ②３千万円
以下 以下

①20人以下 ①5人以下 ①5人以下
適用除外 かつ かつ かつ

③２億４千万 ②７千万円 ②７千万円
円以下 以下 以下

民法34条に
規定する法人、組合等

製造業等 卸売業 学校法人等小売業・サービス業等

平成９年度
下記以外 下記以外 下記以外 下記以外

から適用

平成12年度
①300人以下 ①50人以下 ①100人以下 ①300人以下

から適用

①20人以下 ①5人以下 ①5人以下 ①20人以下
適用除外 かつ かつ かつ かつ

③２億４千万 ③７千万円 ③７千万円 ③２億４千万
円以下 以下 以下 円以下

① 常時使用する従業員の数 ②資本の額または出資の総額
③ その事業年度におけるすべての事業の売上高の総額
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品目名
分別収集計画
量（ｔ）

分別収集実績
量（ｔ）

再商品化量（ｔ）

Ｈ９ 406,133 292,775 275,119 1,610 49.5 76.8

Ｈ１０ 486,025 322,284 303,240 1,862 57.2 84.6

Ｈ１１ 542,451 326,110 307,237 1,991 61.2 86.3

Ｈ１２ 458,559 352,386 334,549 2,618 81.1 92.6

Ｈ１３ 483,879 355,157 339,443 2,725 83.9 93.8

Ｈ１４ 505,175 348,698 337,888 2,795 86.4 94.7

Ｈ９ 299,536 243,916 228,170 1,610 49.5 77.0

Ｈ１０ 358,012 274,374 256,227 1,866 57.3 84.6

Ｈ１１ 369,894 290,127 272,559 1,992 61.3 86.4

Ｈ１２ 369,346 312,539 294,959 2,631 81.5 92.7

Ｈ１３ 388,351 311,993 298,785 2,737 84.3 93.8

Ｈ１４ 405,634 304,172 293,240 2,807 86.8 94.8

Ｈ９ 118,536 107,533 95,190 1,535 47.2 74.1

Ｈ１０ 140,443 136,953 123,227 1,784 54.8 81.9

Ｈ１１ 155,603 149,332 134,084 1,915 58.9 83.9

Ｈ１２ 180,459 164,551 150,139 2,566 79.5 91.1

Ｈ１３ 189,620 162,481 152,965 2,706 83.4 93.2

Ｈ１４ 197,930 163,903 156,856 2,740 84.7 93.8

Ｈ１２ 86,724 34,537 26,310 343 10.6 13.0

Ｈ１３ 120,308 49,723 44,675 404 12.4 16.8

Ｈ１４ 152,764 57,977 54,145 525 16.2 21.0

Ｈ９ 21,180 21,361 19,330 631 19.4 41.8

Ｈ１０ 44,590 47,620 45,192 1,011 31.1 62.0

Ｈ１１ 59,263 75,811 70,783 1,214 37.3 67.4

Ｈ１２ 103,491 124,873 117,877 2,340 72.5 86.9

Ｈ１３ 172,605 161,651 155,837 2,617 80.6 91.8

Ｈ１４ 198,672 188,194 183,427 2,747 84.9 93.5

Ｈ１２ 239,174 100,810 77,568 881 27.3 30.7

Ｈ１３ 389,272 197,273 180,306 1,121 34.5 43.6

Ｈ１４ 486,727 282,561 268,640 1,306 40.4 48.4

Ｈ９ 526,701 464,662 443,506 2,411 74.1 86.4

Ｈ１０ 590,858 471,638 461,347 2,572 79.0 91.4

Ｈ１１ 636,099 471,127 456,892 2,625 80.7 91.8

Ｈ１２ 576,461 484,752 476,177 3,065 94.9 96.9

Ｈ１３ 598,648 461,357 450,229 3,104 95.6 97.3

Ｈ１４ 620,045 419,667 415,364 3,123 96.5 97.7

Ｈ９ 148,885 112,527 107,455 2,420 74.3 86.7

Ｈ１０ 170,535 121,214 117,315 2,587 79.5 91.7

Ｈ１１ 187,025 128,541 124,690 2,647 81.4 92.0

Ｈ１２ 172,889 135,910 132,386 3,078 95.3 97.0

Ｈ１３ 181,111 141,408 137,753 3,112 95.9 97.4

Ｈ１４ 189,519 145,789 144,101 3,130 96.8 97.6

Ｈ１２ 434,888 380,290 372,576 1,728 53.5 61.0

Ｈ１３ 458,519 448,855 438,598 1,942 59.8 67.1

Ｈ１４ 486,107 502,903 498,702 2,105 65.1 72.0

Ｈ９ 23,028 6,644 6,419 993 30.5 43.4

Ｈ１０ 30,072 8,939 8,670 1,111 34.1 54.7

Ｈ１１ 36,626 9,574 9,416 1,176 36.2 54.9

Ｈ１２ 28,065 12,565 12,071 1,599 49.5 69.1

Ｈ１３ 31,514 13,136 12,435 1,756 54.1 70.9

Ｈ１４ 35,502 15,696 15,358 1,849 57.2 74.1

Ｈ９ 1,543,999 1,249,418 1,175,189
Ｈ１０ 1,820,535 1,383,022 1,315,218
Ｈ１１ 1,986,961 1,450,622 1,375,661
Ｈ１２ 2,650,056 2,103,213 1,994,612
Ｈ１３ 3,013,827 2,303,034 2,211,025

Ｈ１４ 3,278,075 2,429,560 2,367,721

※　 平成15年３ 月末現在の全市町村数は、 3, 235（ 東京23区含む） 。
※　 全国の総人口は、 平成14年4月1日時点で12, 731万人。

紙パック

ペットボトル

プラスチック製
容器包装

アルミ缶

段ボール

         ( 環境省調べ)

合計

　容器包装リサイクル法に基づく分別収集・再商品化の実績

分別収集実施市町村

無色のガラス
びん

茶色のガラス
びん

スチール缶

その他の色の
ガラスびん

紙製容器包装

実施数 割合％
人口カ
バー率％
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(1)　分別収集実施市町村数

区分 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

3,108 3,137 3,148 3,166 3,169
(95.9%) (96.8%) (97.1%) (97.7%) (97.8%)
3,109 3,138 3,149 3,167 3,169
(95.9%) (96.8%) (97.2%) (97.7%) (97.8%)
3,073 3,108 3,123 3,144 3,154
(94.8%) (95.9%) (96.4%) (97.0%) (97.3%)
1,435 1,574 1,706 1,841 1,916
(44.3%) (48.6%) (52.6%) (56.8%) (59.1%)
3,027 3,072 3,097 3,130 3,132
(93.4%) (94.8%) (95.6%) (96.6%) (96.6%)
2,152 2,355 2,500 2,615 2,666
(66.4%) (72.7%) (77.1%) (80.7%) (82.3%)
3,223 3,226 3,226 3,226 3,226
(99.4%) (99.5%) (99.5%) (99.5%) (99.5%)
3,225 3,227 3,227 3,227 3,227
(99.5%) (99.6%) (99.6%) (99.6%) (99.6%)
2,813 2,847 2,890 2,933 2,942
(86.8%) (87.8%) (89.2%) (90.5%) (90.8%)
2,526 2,581 2,657 2,724 2,731
(77.9%) (79.6%) (82.0%) (84.0%) (84.3%)

（単位：千トン）

区分 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

無色ガラス 431 442 451 460 467

茶色ガラス 372 381 387 395 401

その他ガラス 198 203 206 210 214

紙製容器包装 148 165 190 207 222

ペットボトル 214 229 243 259 273

プラスチック製
容器包装 487 629 757 859 922

スチール缶 508 516 522 529 535

アルミ缶 171 176 179 183 187

段ボール 641 661 679 698 715

紙パック 25 27 28 30 31

(2)　分別収集見込み量

スチール缶

アルミ缶

段ボール

紙パック

その他ガラス

紙製容器包装

ペットボトル

プラスチック製
容器包装

分別収集計画及び再商品化計画

１．分別収集計画

無色ガラス

茶色ガラス
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（単位：千トン）

区分 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

無色ガラス 270 270 270 270 270

茶色ガラス 200 200 200 200 200

その他ガラス 160 160 160 160 160

紙製容器包装 313 505 505 505 505

ペットボトル 292 311 315 317 319

プラスチック製
容器包装 591 655 776 835 892

２．再商品化見込み量
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指定法人と契約し義務を履行した特定事業者数

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

ガラスびん 459 476 472 3,806 3,901 3,863

ペットボトル 198 211 201 962 1,088 1,087

紙製
容器包装

- - - 41,206 45,262 45,878

プラスチック製
容器包装

- - - 56,944 59,609 61,067

500 521 519 59,449 62,057 63,595

１４年度はH１５.5.31現在

区分

総数

個
別
申
し
込
み
件
数

特定事業者の委託額の推移

17
39 57

172

287

353

539

0

100

200

300

400

500

600

委
託

費
（
億

円
）

平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度
※平成9年度～１４年度は実績、平成１５年度は予算額

（財）日本容器包装リサイクル協会資料
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容器区分 メーカー 減量割合

コカコーラ １．５ﾘｯﾄﾙ ７９ｇ → ５１ｇ ３５％減

キリンビバレッジ １．５ﾘｯﾄﾙ ６５ｇ → ５９ｇ ９%減

サントリー ５００ｍｌ ３２ｇ → ２６．５ １７％減

アルミ缶

キリンビール ３５０ｍｌ ２０．５→ １５．２ ２６％減

　

キリンビバレッジ ３４０ｍｌ １８．９→ １６．２ １４％減

スチール缶 キリンビバレッジ １９０ｇ缶 ３７．１→ ３１．７ １５％減

ワインびん サントリー ４５５ｇ→ ３８２ｇ １６％減

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙびん キリンビバレッジ ２００ｍｌ ３４８ｇ→ ３１０ｇ １１％減

ガラスびん（ｸﾘｰﾌﾟ） 森永 大瓶 ４１０ｇ→ ３３８ｇ １８％減

プラスチックボトル

ライオン ボディソープ ２６％減

　

日清製油 サラダ油 １３％減

※最新の各メーカーの環境報告書から抜粋

減量化対策

ペットボトル

容器の軽量化による減量化対策の事例
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ペットボトルの生産量と分別収集量の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

生産量（千トン） 173 219 282 332 362 403 413

分別収集量（千トン） 5 21 48 76 125 162 188

回収率（％） 2.9 9.6 17.0 22.9 34.5 40.2 45.5

平成８年 平成９年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年

（％）（千トン）
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ペットボトルの廃棄量（生産量と分別収集量の差）の
推移

197

234
256

237 241
224

0

50

100

150

200

250

300

平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年

（千トン）
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着色ペットボトルの廃止等

ペットボトルの自主設計ガイドラインの改訂

ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会

（平成１３年４月から適用）

改訂の主な内容は、
①これまで、青や緑色に着色したペットボトルを認めてき
たが、１年以内に無色・透明にすること。

②ラベルを剥がしやすくするため、ミシン目入りのシュリ
ンクラベルをできる限り採用すること。

※平成１４年度において、ＰＥＴボトルの生産は無色ボトルへ
の切 り替えが完了している。

清涼飲料メーカー、ペットボトルメーカーの団体等から
構成される「ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会」は、リ
サイクルしやすいペットボトルづくりを目指して、平成７
年に自主設計ガイドラインを制定した。その後、リサイク
ル現場からの改善要望も取り入れ、平成１３年４月から新
しいガイドラインの適用を開始した。
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※　仙台市の数値は4月～11月までの速報値　

容器包装リサイクル法の施行に伴うごみ減量化等の事例（名古屋・仙台・横須賀）

（プラスチック製容器包装を含めた本格的な分別収集の実施によるごみ減量の効果）

横須賀市

117

142

6 20

26 2

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

H13年度

H12年度

（単位：千トン）燃えるごみ 不燃ごみ 資源ごみ（びん，缶，ＰＥＴ，プラ，紙）

名古屋市

720

880 140

340

150

40

0 200 400 600 800 1,000 1,200

H13年度

H10年度

（単位：千トン）燃えるごみ 不燃ごみ 資源ごみ（びん，缶，ＰＥＴ，プラ，紙）

仙台市

153

174

24

15

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

Ｈ14年度

H13年度

（単位：千トン）燃えるごみ，不燃ごみ 資源ごみ（びん，缶，ＰＥＴ，プラ）

平成12年度途中より本格実施

平成14年度より本格実施

平成13年度より本格実施

資源ごみを含めて
総排出量は１６．３％減！

合計1170

合計1110

合計170

合計143

合計189

合計177

s資源ごみを含めて
総排出量は６．５％減！

資源ごみを含めて
総排出量は６．０％減！
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識別表示について

スチール缶

アルミ缶

ペットボトル

その他のプラ
スチック製容
器包装

その他の紙
製容器包装

※ 資源有効利用促進法に基づく法定表示義務

段ボール

飲料用紙製容器

法定義務による表示

自主的な表示

※識別表示に関しては、届出等の手続きは必要ありません。
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容器包装の再商品化の方法

容
器
包
装
廃
棄
物

金属

ガラス

紙

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

アルミ

スチール

その他

無色

茶色

紙パック

その他

段ボール

ペット
ボトル

市町村が分別収集し
た段階で有価物とな
るため再商品化義務
の対象外

市町村が分別
収集した段階で
有価物となるた
め再商品化義務
の対象外

洗浄・
カレット化

選別・
破砕・
圧縮等

フレーク化、ペレット化
モノマー化

ペレット化
油化

高炉原料化
コークス炉化学原料化

ガス化

アルミ原料

製鉄原料

ガラスびん
原料・
建築資材等

製紙原料

製紙原料
建築資材

固形燃料等

原料

プラスチック原料

高炉原料
化学原料・燃料等その他

分別収集された容器包装廃棄物は、対象品目ごとに、次のような方法でリサイクルさ
れ、新しい原料や素材として生まれ変わります。
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再商品化されたものの利用状況

用途 構成比（％）
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度9 10 11 12 13 14 15

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）実績 実績 実績 実績 実績 実績 見込

83.0 76.4 68.4 61.2 59.1 52.4 69.7ガラス ガラスびん

17.0 23.6 31.6 38.8 40.9 47.6 30.3びん その他（土木建材等）

72.4 70.7 63.6 55.9 51.3 52.4 40.2ペット 繊維（衣料品､ｶｰﾍﾟｯﾄ

13.2 21.8 28.9 34.1 39.5 40.5 34.6ボトル シート（卵パック等）

4.4 5.3 6.4 5.5 5.6 4.7 3.2成型品（植木鉢等）

20.7ペットボトル － － － － － －

9.0 0.9 0.5 0.5 0.4 0.6 0.7その他ボトル 洗剤等（ ）

1.0 1.3 0.7 4.0 3.2 1.8 1.1その他 結束バンド等（ ）

44.4 73.6 83.3 84.1紙製容器 製紙原料 － － －

25.1 5.7 0.7 0.0包装 材料リサイクル － － －

30.5 20.7 16.0 15.9固形燃料 － － －

11.1 7.9 13.1 25.0プラスチ 材料リサイクル － － －

7.6 6.7 3.8 3.2ック製容 油化 － － －

56.3 36.0 26.0 24.2器包（白 高炉還元剤 － － －

22.3 43.0 50.9 33.6色トレイ コークス炉化学原料 － － －

1.5 6.4 6.2 14.0を除く） ガス化 － － －

97.6 89.1 99.7 100.0白色 材料リサイクル － － －

2.4 10.9 0.3 0.0トイレ 油化 － － －

（ 財）日本容器包装リサイクル協会資料）（
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ＰＥＴ
ボトル

石油

ＰＥＴ樹脂

ポリエステ
ル繊維、
シート

ＰＥＴボトルのモノマー化法

ＤＭＴ：ジメチルテレフタレート

ＴＰＡ：テレフタル酸

精製

化学
分解

モノマー化

高品質の
ポリエス
テル繊維

等

ペレット

リサイクル

新たな方法

ペットボトルの
循環的なリサ
イクルが期待

される

ペットボトルの
循環的なリサ
イクルが期待

される

これまでの

方法

廃棄

DMT ＴＰＡ

フレーク



28

製鉄（鉄鉱石の還元）とプラスチック

鉄が酸化されてできた
鉄と酸素の化合物

二酸化炭素

(CO2)

炭素炭素と
酸素の
化合物

コークス
（Ｃ）

炭素炭素の塊

鉄が酸化されてできた
鉄と酸素の化合物

プラスチック

水
Ｈ２Ｏ 水素と酸

素の化合
物

二酸化
炭素

（ＣＯ２）
炭素炭素と
酸素の
化合物

還元

還元

還元

30%削
減

鉄鉱石
（Ｆｅ２Ｏ３）

鉄鉱石
（Ｆｅ２Ｏ３）

鉄
(Fe）

鉄
(Fe）

還元剤

還元剤

炭素炭素と水
素の化
合物

アルミナ
（Ａｌ２O3）

アルミ箔

（Ａｌ）

紙 水と二酸化
炭素

Ｈ

Ｃ

Ｈ

Ｈ

Ｃ

Ｈ

Ｈ

Ｃ

Ｈ
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急冷水

酸素＋蒸気

金属類等

低温ガス化炉 高温ガス化炉

溶融スラグ

洗
浄

合成
ガス

運搬車

ソーダ
原塩回収

プラスチックの ガス化設備（例）

酸素＋
蒸気

脱硫設
備

硫黄
誘導品

家庭からの廃プラスチック
（各種プラスチック混合物）

破砕機

簡易
成型機

水素

一酸化炭素

有効利用

化学
工業
等の
原材
料

燃
料
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容器包装リサイクル法に係る自主回収の認定

（関係条文抜粋）

（特定容器利用事業者の再商品化義務）

第１１条 特定容器利用事業者は、毎年度、主務省令で定
めるところにより、その事業において用いる特定容器（第

１８条第１項の認定に係る特定容器及び本邦から輸出され
る商品に係る特定容器を除く。次項第２号ロを除き、以下こ
の条において同じ。）が属する容器包装区分に係る特定分
別基準適合物について、再商品化義務量の再商品化をし

なければならない。

（自主回収の認定）

第１８条 特定容器利用事業者、特定容器製造等事業
者又は特定包装利用事業者は、その用いる特定容器、
その製造等をする特定容器又はその用いる特定包装
を自ら回収し、又は他の者に委託して回収するときは、
主務大臣に申し出て、その行う特定容器又は特定包

装の回収の方法が主務省令で定める回収率を達成す
るために適切なものである旨の認定を受けることがで

きる。

（自主回収率）
第２０条 法第１８条第１項の主務省令で定める回収率
は、おおむね百分の九十とする。
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「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する
法律第１８条に基づく自主回収の認定申請の留意事項」
について（抜粋）

（平成９年４月１６日衛環１６１号

厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長通知）

Ⅱ 申請に係る留意事項

Ⅰ 認定基準

（１）自主回収の認定に係る回収率は、「おおむね９０％」と認めら
れている。（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関
する法律施行規則第２０条）ただし、現状の回収率が８０％以上
であり、その回収方法から判断して、おおむね９０％の回収率を
達成するために適切なものであると認められる場合については、
自主回収の認定をすることとしている。
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認定事業者

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

認定事業者
数

新規認定 26 3 27 21 3 0

　 取り消し 0 1 2 0 1 3

累計 26 28 53 74 76 73

認定容器の種類

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

認定容器の
種類数

新規認定 106 8 64 48 11 16

取り消し 0 9 4 2 13 20

　 累計 106 105 165 211 209 205

環境省調べ

素材別の内訳

ガラス 201

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 2

紙 2

区　　分

区　　分

特定容器の自主回収認定状況

 


